大村市児童家庭相談管理システム
導入業務委託
仕様書

令和５年度

大村市こども未来部こども家庭課
１　業務名

大村市児童家庭相談管理システム導入業務委託（以下「本業務という。」）

２　業務目的

児童記録及び支援経過記録のデータベース化、国の要保護児童等に関する情報共有システムとのデータ連携等に対応する児童家庭相談管理システムの導入、保守その他の支援に関する業務を行う。
３　履行期間及び本稼働

履行期間：令和５年１２月１３日（水）から令和６年２月２９日（木）まで
本稼働：令和６年３月１日（金）
※本稼働後の運用保守業務については別途契約する。

※本業務は以下のスケジュール案のとおりとするが、詳細は別途調整する。

	期　間
	内　　　容

	令和５年１２月
	要件定義等打合せ、各種設計

	令和５年１２月～令和６年２月
	環境構築、運用テスト

	令和６年２月下旬
	職員研修

	令和６年３月１日
	本稼働


４　履行場所及び納品場所

　　大村市本町４１３番地２　大村市こどもセンター（こども未来部こども家庭課）

　　大村市玖島一丁目２５番地　大村市役所本庁

５　業務の範囲（委託事業内容）

(1) 計画準備、打合せ協議

(2) 受託者が提供する電子端末の利用設定

(3) システム構築

(4) データ移行及びセットアップ

(5) 各種操作マニュアルの提供及び操作研修会の実施

(6) その他業務に必要と認めるもの

６　システム基本要件

(1) 操作において、特別な知識を持たない職員にとっても扱いやすい画面設計であり、端末にアプリケーションソフトをインストールする必要がないシステムで、入力操作の共通性や検索機能、安定性、信頼性、拡張性に優れたソフトウェアであること。

(2) ユーザーをＩＤ及びパスワードにより管理するなど、システムを使用できるユーザーを制限できること。

(3) 本稼動後、業務時間内の運用に関する問合せに関して、速やかに対応すること。

(4) 本システムは、大村市が保有する仮想基盤上に仮想サーバを構築することとし、その構築費用については、本事業費に含めること。また、データの一元管理を基本とし、ＬＡＮ環境でネットワーク運用が可能なシステムであること。

(5) システム利用端末は、提案するシステムの動作が保証された機器及び受託者が新たにパソコン６台（ノート５台、デスクトップ１台）を調達し、既存ネットワークプリンタ（富士通XL-9440E）を利用すること。WindowsServerデバイスＣＡＬ、ウイルス対策ソフト、二要素認証ソフト等は本市で別途調達するため、今回の調達に含めないこと。

(6) 調達する端末において、本市住民記録システム（Acrocity住民記録システム）に本システムを共有できること。なお、本市住民記録システムで使用している端末は次のとおりであり、同等品以上の端末を調達すること。

ノートパソコン：NEC PC-VKL21EAGMX89ZDZBY

	ＯＳ
	Microsoft Windows 10 Professional 64bit

	ＣＰＵ
	Core i3-8145U(2.1GHz)

	メモリ
	８ＧＢ　※メモリ増設（４ＧＢ＋４ＧＢ）も可

	ストレージ
	ＳＳＤ/２５６ＧＢ

	ネットワーク
	有線ＬＡＮ 内蔵型1000BASE-T/100BASE-TX/10BASE-T

	ソフトウェア
	Office Standard 2021 LTSC


デスクトップパソコン：EPSON EndevorST200E　ディスプレイ：I･O DATA LCD-AH221EDW

	ＯＳ
	Microsoft Windows 10 Professional 64bit

	ＣＰＵ
	インテルCore i3-10100T プロセッサー(3.0GHz)

	メモリ
	８ＧＢ　※メモリ増設（４ＧＢ＋４ＧＢ）も可

	ストレージ
	ＳＳＤ/２５６ＧＢ

	ネットワーク
	有線ＬＡＮ 内蔵型1000BASE-T/100BASE-TX/10BASE-T

	ソフトウェア
	Office Standard 2021 LTSC


(7) 本仕様書に記載がないものであっても、システムの稼動を実現する上で必要なものは全て含めること。

７　システム機能要件
別紙1「児童家庭相談管理システム機能要件一覧表」を参照すること。

８　データ移行

現在各種情報はExcel、Wordファイル等で管理されており、そのデータについては、可能な限り本システムに引き継ぐことを想定している。受託者は、本市へシステム移行用フォーマットを提供するなど、本市の作業負担が少ない方法を提案するとともに、システムへの一括登録作業を実施すること。

移行用のデータの作成が困難な場合は、ＰＤＦやExcel・Wordなどのファイル形式で対象者と関連づけて情報の登録ができること。

９　データ連携

国の要保護児童などに関する情報共有システムと連携するための機能を有すること。

定期的に、本市の住民基本情報システムから抽出したＣＳＶデータを取り込み、情報更新ができる仕組みを有すること。

また、住基システムがバージョンアップや他メーカーへ移行することにより、市が提供するデータレイアウトが変更される場合、システムの運用に影響が出ないよう本市と受注者で協議して対応方法を決定すること。

１０　システムの拡張性

(1) 将来的に他システムと連携が可能なシステムであること。

(2) こども家庭センターにおける相談支援として令和６年度から法定業務となる、サポートプラン（支援計画）を策定する機能が必要となるため、将来的に対応できるシステムであること。

(3) 法改正などの早期対応に備えたアップデートの仕組みを有していること。

(4) 本市から提示した仕様がパッケージシステムにおいて対応していない場合は、必要に応じてカスタマイズにより対応すること。

１１　システム運用保守内容（別途契約予定）
ハードウェア及びソフトウェアの保守に関する業務については、別途契約とする。

保守契約期間は導入後６０か月とし、以下の保守対応を行うこと。

(1) 基本要件

　① 保守対象は、納入物品及び本システムのソフトウェア一式とする。

　② 受託者は、問合せ窓口を設置し、障害や動作に関する各種問合せに対して的確に対応すること。なお、対応時間については、休日（大村市の休日を定める条例（平成３年大村市条例第２６号）第１条第１項に規定する休日をいう。以下同じ。）を除く、月曜日から金曜日の午前８時３０分から午後５時１５分とすること。

(2) その他要件

① 安定稼働のための運用体制、環境及びセキュリティ管理等が整備されていること。

② 緊急対応が必要なハードウェア障害及びネットワーク障害等が発生した場合、原則、現地訪問により対応すること。ただし、受託者の責任によらないハードウェア障害、ネットワーク障害及びパッケージ障害は除く。

③ 本市からデータの抽出を求められた際は、システムが利用するデータベースから、その一部又は全部をＣＳＶ形式等の汎用的なデータで抽出を回数制限なく行い、依頼された日から１週間以内に提供すること。

④ 受託者は、システムが円滑に運用できるよう、システム操作マニュアル及びシステム運用マニュアルを提供し、適宜改訂すること。

⑤ 本市において障害が発生していない場合でも、同様のシステムを導入している他団体で障害が発生したときは本市への影響調査を実施し対応すること。

⑥ その他、無償による機能追加や別途締結する保守契約の範囲で対応可能な改修内容など、有効な提案があれば併せて提案すること。

１２　セキュリティ要件

(1) 職員の認証はユーザーＩＤ及びパスワードの組合せ又は同等以上の仕組みによって実施すること。

(2) 職員権限の設定により、権限を付与された職員が与えられた範囲のみ操作できるように、不正なアクセス等からデータ保護を図ること。

(3) 安易に第三者が情報の閲覧や印刷などができないようなセキュリティの確保をするとともに、特定個人情報保護評価（ＰＩＡ）を想定したアクセス履歴の管理を可能とし、システムログ及びアプリケーションログを取得、保存、分析及び報告する機能を設けること。ユーザーの操作ログを収集し、不正利用を抑止する効果と万が一の事故発生時の原因特定ができること。なお、操作ログが1年間以上保存ができること。

(4) システムに異常が発生したとき、システムの完全停止を極力防ぐような対策を講じること。また、障害発生時は直近のバックアップ時点のデータに修復できる対策を講ずること。

(5) 管理するデータが消失しないよう、サーバへのバックアップを１日１回以上取得し、７日間保持すること。
(6) 取得したバックアップは稼働中のシステム及びデータと同時に破損しないよう、受注者にて調達するラックマウント型ネットワークハードディスクで管理すること。 障害発生時は本市の承認後、指定したバックアップデータから速やかに復元できること。なお、ラックマウント型ネットワークハードディスクの調達、設置及び設定についても受注者にて実施すること。
１３　成果物について

本業務で調達するシステム及び機器等は、事業を継続的に行うために、本市が要求する機能及び性能を実装している必要があるため、納品物検査を本市職員立ち会いのもと、本稼働前に実施する。業務完了後、速やかに下記の書類等を提出すること。「電子媒体」と書かれたものは、本市の指定する方法により文書データを納品すること。

①システム利用端末６台

②大村市児童家庭相談管理システム一式

③目的物引渡書（１部）

④業務完了届書（１部）

⑤操作マニュアル（１部：電子媒体）

⑥運用マニュアル（１部：電子媒体）※運用が確定した時点
　　

１４　その他留意事項

(1) 受託者は、本市が提供する資料等については許可なく複写及び第三者への提供をしてはならない。

(2) 受託者は、本市の情報セキュリティポリシー等を遵守すること。

(3) 受託者は、本委託業務を実施するに当たり、別紙４「個人情報取扱特記事項」を遵守し、作業を行うこととする。

(4) 本委託事業の履行期間中に、法令等の変更、災害の発生その他特別な理由がある場合は、仕様書の見直し及び変更を行う場合がある。

(5) 成果物のデータ等に関する所有権は、本市に帰属するものとし、受託者は、本市の承認を受けずに他者に公表し、貸与し、又は使用してはならない。

(6) 受託者は、業務の全部又は主体部分を一括して他に委託し、又は請け負わせてはならない。
(7) 打合せ協議など、本市職員の立会い等を必要とする作業は、原則として休日を除く、月曜日から金曜日の午前９時から午後５時の間で実施すること。ただし、本市職員が認める場合に限り、例外的な対応を認めることがある。

(8) 本仕様書に基づく作業に関し、第三者との間に著作権に係る権利侵害の紛争等が生じた場合は、当該紛争の原因が専ら本市の責めに帰す場合を除き、受託者の責任、負担において一切を処理すること。この場合、本市は係る紛争等の事実を知ったときは、受託者に通知し、必要な範囲で訴訟上の防衛を受託者に委ねるなどの協力措置を講じるものとする。

(9) 本仕様書において、明示なき事項又は疑義が生じた場合、その都度、本市と受注者で協議すること。
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